
18

もう一つの 
温暖化対策 
── 適応策 
将来地球温暖化がさらに進めば 、 大雨や干魃 、 熱波 

などの異常気象の頻度 、 強度が一層増大し 、 深刻な影 
響が生じると予測されています 。 このような悪影響は 、 
私たちが温室効果ガスの削減の努力を行うだけでは十 
分に避けることができません 。 温暖化しつつある気候 
に合わせてどのように人や社会・経済を調節していく 
か、 という適応策が必要になってきます 。 
“ 適応策 ” には 、 従来 、 私たちが生活の知恵として 

うまく気候に順応してきたような経験や 、 天候の変化 
を見ながら工夫を重ねてきた穀物栽培などのように既 
に根付いている技術 、 知識も含まれます 。 右表や下図 
では 、 適応策の例を示してあります 。 “ 適応 ” はこれ 
から私たちが避けて通ることができない道ですが 、 地 
球温暖化の根本的な解決には 、 温室効果ガスの排出削 
減が不可欠です 。 結局 、 私たちにとっては 、 削減策と 
適応策をうまく組み合わせていくことが必要だと言え 
るでしょう 。 

①水資源 
 

適応の種類と事例 （文献20に基づき作成） 
 

水利用の高効率化 
 貯水池等の建設による水供給量の増加 
 ダム、堤防等の設計基準の見直し 
 

⑤金融サービス 
 

②食料 
 

植付け・収穫等の時期を変更 
 土壌の栄養素や水分の保持（能力）を改善 
 

③沿岸地帯 
 

沿岸防護のための堤防や防波堤 
 砂防林の育成による沿岸の保護 
 

④人間の健康 
 

公共の健康関連インフラ（上下水道等）を改善 
 伝染病の予想や早期警告の能力（システム）を開発 
 

民間及び公共の保険及び再保険によるリスク分散 
 

適応策の事例 1

地球温暖化による海面上昇は 、 海岸が侵食されると 
いう問題だけではなく 、 高波等による沿岸被害を拡大 
させる可能性があります 。 その対策として 、 防波堤の 
建造・嵩上げによる防護といった適応策が考えられま 
す。 

現状 
 

温暖化すると...

高波の影響を 
 受けてしまう 
 

影響を防ぐ 
 ことができる 
 

適応策を 
 とっておけば...

海面上昇 
 

堤防をかさ上げ 
 

現状 
 

海面上昇 
 

現状 
 

堤防 
 

堤防 
 

堤防 
 

■ 海面上昇に対応する適応策の事例 

適応策の事例 2

地球温暖化によって異常気象の頻度 、 強度が一層増 
大することにより 、 世界の食料供給に大きな影響を及 
ぼす可能性があります 。 私たちは 、 食料を確保するた 
めの適応策を積極的に推進していくことが重要です 。 

農作物への影響の例 
 

影響を低減する 
 適応策の例 
 

気温上昇 
 

生育阻害 
 高温による不稔 

 

栽培時期の変更 
 作物の変更 
 （高温に耐えられる品種など） 

 
など 
 

水不足 
 乾燥化 
 など 
 

など 
 

水資源の確保 
 （貯水池等）  

 水 （下水 ・ 排水） の 
 再利用 

 
など 
 

降水量減少 
  
 

■ 農業分野での適応策の事例 
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■ 気候変動に関する科学的知見と国際的取組の進展 （ 文献 25より作成 ） 

1985

科学（IPCC）  
 

1988

1990

1992

IPCC設立（11月）：第１回全体会合（ジュネーブ） 
 第一次評価報告書（8月） 
 

第一次評価補足報告書（2月） 
 

1994 放射強制力と排出シナリオに関する特別報告書（10月）第Ⅰ作業部会 
 温暖化影響・適応評価のガイドライン（特別報告書（10月）第Ⅱ作業部会） 
 

第二次評価報告書（12月） 
 

技術報告第１号（技術、政策、措置） 
 
技術報告第２号（簡易気候モデル） 
 技術報告第３号（温室効果気体安定化のモデル化） 
 技術報告第４号（提案された排出量削減の影響） 
 地域影響の特別報告書（11月）第Ⅱ作業部会 
 

航空と全球大気の特別報告書（４月）第Ⅰ・Ⅲ作業部会 
 
排出シナリオに関する特別報告書 
 技術移転の方法論・技術論の特別報告書 
 土地利用、土地利用変化、林業の特別報告書 
 

1995

1996

1997

1998

1999

2000

第三次評価報告書（ナイロビ、4月） 
 技術報告書第5号（気候変化と生物多様性） 
 第三次評価報告書統合報告書（英国、ウェンブレイ、9月） 
 

第四次評価報告書完成予定 

2001

2002

2003

2004

2007

国際的取組 
 

フィラハ会合（オーストリア）：温暖化のはじめての国際会合 
 
トロント会合（6月）：CO2排出量20％削減を提案 

 

第2回世界気候会議（11月） 
 国連総会(12月）　条約交渉会議開始決議 
 
条約交渉会議: 条約を採択（５月） 
 国連環境開発会議：条約署名開始（6月） 
 
条約発効（3月）：50ヵ国批准（1993年12月）による 
 

第１回締約国会議（COP1） （ベルリン、3月） ：ベルリンマンデート 
 

第２回締約国会議（COP2） （ジュネーブ、7月）  
 

第３回締約国会議（COP３） （京都、12月） ：京都議定書採択 
 

第４回締約国会議（COP4） （ブエノスアイレス、11月） ：ブエノスアイレス行 
動計画 
 
第５回締約国会議（COP5） （ボン、10/11月）  

 

第６回締約国会議（COP6） （ハーグ、11月）  
 

第６回締約国会議再開会合 (COP6.5） （ボン、7月） ：ボン合意 
 

第７回締約国会議（COP7） （マラケッシュ、10/11月） ：マラケッシュ合意 
 

持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルクサミット、8/9月） ： 
ヨハネスブルク宣言、実施計画 
 
第８回締約国会議（COP8） （ニューデリー、10/11月） ：デリー宣言 

 
第９回締約国会議（COP9） （ミラノ、12月）  

 
第 10回締約国会議（COP10） （ブエノスアイレス）  

 
2008～ 2012　京都議定書の第一約束期間 


